
































































































































































































































































BYD汽車 70  00  428% 
奇瑞汽車 75 00 400%
江淮汽車 40 150 75%
吉利汽車 91  200  220% 
華晨汽車 5 100 28%
外資系
VW 129  21  17% 
GM 10 00 28%
トヨタ 80  92  115% 
ホンダ 5 8 12%
日産 7 120 179%
現代起亜 10 1 129%
2000年 2005年 2010年 2015年
エンジン
中国全体 495 974 1,981 2,45
地場系 5 585   974 1,544
トランス
ミッション
中国全体 415 759 1,0 2,129








グループ名 本社所在地 所属・管轄先 主な乗用車合弁先
販売台数（万台）
2008  2009  2010
上海汽車集団 上海市 上海市政府 VW、GM 172.2 270.6 355.8 
第一汽車集団 吉林省長春市 中央政府 VW、トヨタ、Audi  153.3 194.5 272.5 
東風汽車集団 湖北省武漢市 中央政府 日産、ホンダ、PSA 132.0 189.8 255.8 
長安汽車工業集団 重慶市 兵器装備集団 スズキ、Ford、PSA  31.2 187.0 237.9 
北京汽車工業控股 北京市 北京市政府 Benz、現代  77.2 124.3 148.9 
広州汽車集団 広東省広州市 広東省政府 ホンダ、トヨタ、三菱自、Fiat  52.6 60.7 72.4 
奇瑞汽車有限公司 安徽省蕪湖市 安徽省政府 富士重工  35.6 50.0 68.2 































出資先 設立 合弁企業名 　出資先 設立 合弁企業名
北京汽車、DaimlerChrysler 1984年 北京吉普汽車 一汽夏利、トヨタ 2000年 天津一汽豊田汽車 
上海汽車、VW 1984年 上海大衆汽車 上海汽車、Volvo 2000年 上海申沃客車
広州汽車、Peugeot 198年 広州標致汽車 瀋陽飛機工業、日野 200年 瀋飛日野汽車
重慶慶鈴、いすゞ 1985年 慶鈴汽車 長安汽車、Ford 2001年 長安福特汽車
第一汽車、VW 1991年 一汽大衆汽車 北京汽車、現代自動車 2002年 北京現代汽車
東風汽車、PSA 1992年 神龍汽車 華晨汽車、BMW 200年 華晨宝馬汽車
東風汽車、日産 199年 鄭州日産汽車 東風汽車、日産 200年 東風汽車(有)
江鈴汽車、いすゞ 199年 江鈴五十鈴汽車 中国重汽、Volvo 200年 済南華沃卡車
西安飛機工業、Volvo 1994年 西安西沃客車 東風汽車、ホンダ 200年 東風本田汽車
桂林客車、大宇 1994年 桂林大宇客車 広州汽車、トヨタ 2004年 広汽豊田汽車
江西昌河、スズキ 1995年 江西昌河鈴木汽車 北京汽車、DaimlerChrysler 2004年 北京奔馳戴姆勒克莱斯勒
江鈴汽車、Ford 1995年 江鈴汽車(股) 福建汽車、DaimlerChrysler 2007年 福建戴姆勒汽車
亜星客車、DaimlerChrysler 1997年 亜星－奔馳(有) 広州汽車、日野 2007年 広汽日野汽車
上海汽車、GM 1997年 上海通用汽車 第一汽車、GM 2009年 一汽通用軽型商用車
広州汽車、ホンダ 1998年 広州本田汽車 広州汽車、Fiat 2010年 広汽菲亜特汽車
金杯汽車、GM 1999年 金杯通用汽車 北京福田、Daimler AG 2010年 北汽福田戴姆勒汽車























































企業名 主な自主ブランド（発売年） 09年販売台数 今後の計画
上海汽車 栄威（200年） 7.5万台 2012年までに21億元を投入し、自主ブランド
販売台数20万台以上。
長安汽車 奔奔（200年） 4.24万台 2015年に自動車販売台数450万台、うちの大半
は自主ブランド車。
第一汽車 奔騰（2007年） 5.22万台 2012年に自主ブランド販売台数10万台。2015
年までに10億元を投入し、50モデルを開発。
東風汽車 風神（2009年） １.84万台 投資額100億元、201年までに自主ブランド0
万台販売、中国自主ブランド上位を目指す。
広州汽車 Trumpchi（2010年） ― 投資額0億元、2015年までに40万台の生産体制
を整える。






















































 1 トヨタ 7,537.23 3.6％
 2 VW 5,728.93 5.2％
  GM 5,564.06 5.4％
 4 Ford 5,077.20 5.0％
 5 ホンダ 4,511.24 4.9％
  Daimler 4,290.41 4.6％
 7 日産 3,510.13 4.2％
 8 BMW 2,768.76 5.4％
 9 PSA 2,293.12 4.4％
10 ルノー 2,160.67 6.1％
11 Fiat 1,919.95 3.3％
12 現代 1,209.59 2.7％
1 マツダ 877.76 2.3％
14 PORSCHE 869.72 12.0％
15 スズキ 834.34 3.1％
1 富士重工 399.14 3.3％
17 三菱自 265.37 1.3％
18 TATA 210.80 2.1％
19 東風汽車 147.81 2.1％
図表15　中国自動車産業のR&D投資状況（億元）
（出所：『中国自動車工業年鑑2009』より作成）
　 2001年 2002年 200年 2004年 2005年 200年 2007年 2008年
売上高（A） 4,438.9 6,082.1 8,204.8 9,306.1 10,241.1 13,746.9 17,065.5 18,727.8
R＆D投資額（B） 58.6 86.1 107.2 129.5 167.7 244.8 308.7 388.7 
B ／ A 1.4％ 1.4％ 1.3％ 1.4％ 1.6％ 1.8％ 1.8％ 2.1％
うち：完 成 車 1.4％ 1.7％ 1.3％ 1.4％ 1.7％ 1.6％ 1.8％ 2.0％





































企業名 設立 所有形態 本社所在地 本業 セダン車参入期
奇瑞汽車 1997年 国有企業 安徽省蕪湖市 新規設立 1997年
一汽夏利 198年 国有上場企業 天津市 軽自動車 1997年
吉利汽車 198年 民営企業 浙江省寧波市 二輪車 1998年
華晨汽車 1991年 国有上場企業 遼寧省瀋陽市 ワゴン車 2000年
哈飛汽車 1980年 国有企業 黒龍江省ハルビン市 航空機製造 2002年
比亜迪汽車 1995年 民営企業 広東省深圳市 電池 200年
力帆汽車 1992年 民営企業 二輪車 二輪車 2005年
長城汽車 1990年 民営上場企業 河北省保定市 トラック 2007年























































































































































































　 2008年 2009年 2010年
新車製品数 107 221 112
地場系 7 120 0
うち：奇瑞汽車 2 17 11
吉利汽車 2 9 7
BYD汽車  7 
長城汽車 4 9 7
華晨汽車   2










































































































































































時期 自動車産業（A） 完成車（B） B/A 自動車部品（C） C/A
1991～1995年 756.1 364.3 48.2% 210.4 27.8% 
199～2000年 967.7 491.0 50.7% 264.5 27.3% 
2001～2005年  2351.6 1430.6 60.8% 597.8 25.4% 
200年 780.9 415.2 53.2% 240.4 30.8% 
2007年 868.1 476.6 54.9% 253.8 29.2% 






2007 年 2008 年 2009 年 合計 2007 年 2008 年 2009 年 合計
実用型新製品  42  12  6  60  1,126  1,322  1,605  4,053
外観設計 73 692 1058 1823 1338 1108 1750 4196
発明特許申請（A） 2039 2186 2754 6979  327  582  836  1,745
発明特許取得（B）  1,069  1,715  1,875  4,659  33  85  202  320

















































企業名　 企業概要　 買収年 買収対象 買収事業






柴動力 部品国内1位 2009年 GMのフランスStrasbourg  変速機
2009年 Moteurs Baudouin SAの仏拠点 ディーゼルエンジン・変速機
上海汽車 完成車1位 2007年 イギリスMG Rover 完成車
2009年 イギリスLDV 商用車
2009年 スウェーデンSaab一部資源 完成車
北京汽車 完成車5位 2009年 スウェーデンSaab一部の資源 完成車・エンジン
吉利汽車 完成車11位 2009年 オーストラリアのDSI サスペンション
2010年 Volvo 完成車
寧波韵昇 部品メーカー 2009年 日興電機 自動車部品
BYD 完成車8位 2010年 オギハラ館林工場 金型
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だとすれば、中国を「キャッチアップ型工業
化論」として位置づけるのは困難であり、中国
型キャッチアップの独自性を考察する必要があ
ると考えられる。確かに中国を後発国の工業化
モデルとして類似化することは、国連の定義
（2001年）や中国の一人当たりGDP額（09年は
77ドル、世界第97位）などの指標で十分に
解釈できないといわざるをえない。しかし、自
動車産業をはじめとする中国多くの産業を考察
すると、1980年代の時点で産業規模、製品技術、
主要企業の競争力などの指標が先進国に比べて
大きく遅れたことは否定できない。そこで本稿
では中国を後発国の工業化モデルを一例である。
湯［2009］では、中国産業のキャッチアップ
プロセスをコア技術の習得段階とイノベーショ
ン能力の構築段階に分けてそれぞれの特徴を論
じた。コア技術は製品の機能と付加価値に大き
く影響する技術であり、模倣や代替の困難性な
どの特徴がある。コア技術の獲得段階では、技
術導入・吸収、生産能力の整備、既存技術の改
良・整合型生産方式の構築、技術停滞・コア技
術の習得（獲得と吸収）の4プロセスが必要と
なる。この論点は電子・液晶産業などのハイテ
ク分野や組み立て型分野で実証を行ったものの、
基盤技術への依存度が高い分野に関しては改め
て確認する必要があると考えられる。
中国の電子産業が速いスピードでキャッチア
ップできた理由は、基盤技術およびかつての軍
事産業に関連する技術の存在であり、さらに
IT技術の発達、オープン・アーキテクチャ製
造とモジュラー化の進展により、技術者資源不
足の問題が一部カバーでき、電子産業の急成長
が可能となった。そして、低付加価値の分野か
ら高付加価値分野へ移行し、一部の分野におけ
るキャッチアップ戦略に成功がもたらされたと
言っても過言ではないだろう。
一方、クローズ・アーキテクチャ製造（擦り
合わせ型）などの産業特性を持つ自動車産業の
事例をみると、中国は自動車生産規模の拡大を
果たしたが、コア部品・高機能部品、素材を依
然として外資系企業に依存しており、部品産業
および国際自動車ブランドの育成に遅れている。
すなわち、中国はハイテク産業分野で「カエル
跳び型」の発展が可能となったものの、分厚い
基盤技術の蓄積や技術のすり合わせ連鎖を求め
る分野においては依然として難航しているだろ
う。その技術の形成にあたって、政府のイノベ
ーション戦略と裾野産業の育成策、企業の長期
的発展ビジョンと優秀な起業家の存在などの要
素が必要である。
特にコア技術を狙う買収戦略の実施は、資金
力だけでなく、自社の基礎研究、技術の蓄積お
よび技術の受容力・吸収能力に深く関わってい
る。産業の成長期には、市場需要の存在による
「大量生産・大量販売」システムが主流となり、
企業の手元にある流動資金が不足がちになり、
資金調達ルートの確保が必要となる。さらに、
地場企業は長期的な投資におけるリスクを意識
し、限られている資金を効率的に運用するため
に、生産規模の拡大によって当面の利益をあげ
ようとする。つまり、技術を吸収する能力が十
分に備わっていなければ、その戦略のシナジー
効果が創出しくいと考えられる。
丸川は中国の自動車メーカーとサプライヤー
の取引関係を歴史的角度から説明し、中国自動
車メーカーの複社発注のシステムを考察してい
る。また、地場メーカーの高級車生産や、外資
系サプライヤーの現地販売拡大などの要因によ
って、中国のサプライヤーシステムが複社発注
で投資リスクをサプライヤーに押し付けるよう
な関係から、1社発注でかつリスクを自動車メ
ーカー側が一部負うような関係に変化しつつあ
るとする（丸川［200］ 、丸川・高山［2005］）。
この論点は中国の合弁メーカーには当てはまる
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かもしれないが、筆者の調査では、一部のハイ
エンド部品を除くと、中国の地場自動車メーカ
ーは依然として複社発注の形で部品メーカーと
の取引を行っている。このシステムが未だに続
いている事の要因としては、部品のコスト削減
および完成車の価格競争力の維持が主な要因と
して挙げられる。
このように、完成車メーカーと部品メーカー
間の取引関係は、コストを重要視する米国型の
取引関係に類似しているが、自動車市場の成熟
化につれ、いつしか限界を迎えるのではないか
と考えられる。このような産業構造の結果、価
格競争が激しくなり、一部の地場部品メーカー
は、研究開発の投入を抑制し、収益の低下や経
営の悪化に陥るだろう。また、急速な市場環境
の悪化が地場部品メーカー経営を圧迫し、サプ
ライチェーンマネジメントの非効率性が運転資
金の増加につながっている。昨今の経済情勢と
地場のサプライヤーシステムの構造を考えると、
今後、地場部品メーカーは厳しい経営環境に直
面し、外資系企業との提携や業界の再編に取り
組まざるを得ないだろう。
また、民族系メーカーは、「外資系ブランド
を模倣し、部品を寄せ集めて組み立てを行って
いるだけ」と評されることもあるが、実際には
生産管理や研究開発を重視しており、製品品質
の向上を果たした。こうしたメーカーの共通点
としては、①外部の設計企業と提携し、デザイ
ンや概観設計に力を注ぐ、②低価格車で中小排
気量クラス市場を狙う、③海外帰国人材の獲得
や他社人材のスカウトによって、マーケティン
グ力や研究開発力の向上を図る、などが挙げら
れる。また一部のメーカーがエンジンや変速機
などの基幹部品の内製化を実現し、新たな成長
段階に突入していると考えられる。すなわち、
地場企業が製品のコピーと改造を繰り返した結
果、創発的にできたものとしてとられ、「アー
キテクチャの換骨奪胎」と評価されている（藤
本［2004］,［200］）。一方で、研究開発力が
弱い民族系の自動車メーカーは、過度な価格競
争にさらされることによって、他業界への転換
や大手地場企業に吸収されるといった選択を余
儀なくされている。
自動車産業の育成を力強く推進する中国政府
は、完成車分野において、外資系企業の進出を
合弁形態でのみ可能とする制限を設けることで、
地場自動車産業の発展に重要な役割を果たした。
しかし、輸入部品への依存や、外資系部品メー
カーの独資展開などの現状は、地場の自動車メ
ーカーに大きな困難をもたらしている。
中国の自動車市場においては、外資ブランド
が中高級車分野で支配的な地位を占めている中
で、多くの自主ブランドは、主にローエンド市
場をターゲットとしている。しかしローエンド
市場では、地場メーカー間の価格競争が続いて
おり、同分野における自主ブランド車の収益性
が低下しつつある。結果的に、地場企業は研究
開発への持続的投資が難しくなり、品質の向上
や市場シェアの拡大にマイナスの影響を与える
事が予想される。さらに外資系ブランドは、国
産化率の引き上げや現地調達の拡大に伴い、コ
ストの削減を一層進めている。将来的にこうし
た外資系メーカーが、ローエンド市場に戦略車
（低価格車）を投入すれば、地場ブランドは大
きな打撃を受ける可能性もある。したがって、
自主ブランドをいち早く、成功裏に立ち上げる
事が出来るか否かは、地場完成車メーカーの今
後の経営を大きく左右すると考えられる。
いずれにしても、中国自動車産業には、裾野
産業がどこまでにキャッチアップできるか、買
収で獲得したコア技術の吸収が可能か否か、絶
えず研究開発に投入する資金をどのように調達
するかなど、様々な問題が存在している。さら
に、完成車だけではなく、部品、素材などの異
中国自動車産業のキャッチアップ工業化
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なる分野において、いかにキャッチアップを展
開するかは、自動車産業ないし中国の工業化に
とって、極めて重要であり、課題として引き続
き注目する。本稿では、事例研究や業界関係者
へのヒヤリングを元に、中国自動車産業の現状
と課題を導きだすことに努めたが、企業の事例
数は十分とは言えず、予測の裏付けや一般化に
は、更なる企業事例、定量的な調査が求められ
よう。
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【注】
1）「中国、景気刺激策57兆円内需拡大で成長維
持」日本経済新聞（2008年11月10日付）。
2）中央政府（7部門）は2009年月に「汽車摩
托車下郷方案」を実施し、農村部における自動
車・二輪車の普及を狙っている。
）2010年末現在、合計15車種が認定を受けた
（中国財政部『節能汽車推広目録』による）。
4）本稿では為替レートが1元＝12.5円で計算す
る。
5）中国工業信息化部『第21回車両生産企業与
製品』（2010年9月）による。
）OICAのWEBによる（http://oica.net）。
7）「ものづくり再出発」日経産業新聞（2010年
10月8日付け）。
8）VA（Value Analysis）/VE（Value Engineering）
とは機能に対する原価の適合性や、付加価値を
向上させるための分析手法である。設計の改善
を通じて、必要な品質に対し、原価を低減する
目的である。
9）丸川［2008］は中国自動車メーカーのエンジ
ン取引慣習を「垂直分裂」、「多夫多妻」制と呼
んでいる。湯［2009］は整合型生産方式で地場
メーカーのものづくりを捉えている。
10）VMI（Vendor Managed Inventoryの略）とは、
完成車メーカーの近郊で部品メーカーが部品の
在庫管理を行い、ユーザーの需要に応じて、必
要な部品のみを完成車メーカーの工場へ支給す
る仕組みである。
11）売上高1億元以下の地場部品メーカーは全体
の約8割、特許を保有している地場自動車部品
メーカーは全体の4％を占めている（中国証
券報、2009年4月日付け）。
